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(57)【要約】　　　（修正有）
【課題】特定のフッ素化合物を用いず、ゴムやプラスチック成型品を成型するための金属
製の金型の内面に離型性や潤滑性を付与しつつ、耐熱性、耐圧性、耐久性に優れた潤滑離
型膜を形成し得る潤滑離型コーティング用組成物およびそれを用いた潤滑離型膜の形成方
法、並びに金型およびその製造方法を提供する。
【解決手段】少なくとも変性シリコーン樹脂とその硬化触媒と反応性シリコーンオイルと
を含む潤滑離型コーティング用組成物。被塗対象面に、溶剤型シリコーンアクリル系プラ
イマーを塗布後、焼付け硬化させること無く前記潤滑離型コーティング用組成物を塗布し
、塗布膜全体を焼付け硬化させる潤滑離型膜の形成方法、並びに当該被塗対象面を金型基
材における被成型物との接触面とし、下地層としてシリコーンアクリル系プライマー層が
形成され、さらに前記潤滑離型コーティング用組成物からなる潤滑離型膜を積層する。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
少なくとも変性シリコーン樹脂とその硬化触媒と反応性シリコーンオイルとを含むことを
特徴とする潤滑離型コーティング用組成物。
【請求項２】
前記変性シリコーン樹脂が、アクリルシリコーン樹脂存在下で３官能シラン類を加水分解
重縮合して得られる無機－有機ハイブリッド型ポリシルセスキオキサン樹脂であることを
特徴とする請求項１に記載の潤滑離型コーティング用組成物。
【請求項３】
前記反応性シリコーンオイルが、両末端シラノール型で動粘度（２５℃）が１００ｍｍ2

／ｓ未満のシリコーンオイルと、両末端シラノール型で動粘度（２５℃）が２０００ｍｍ
2／ｓ以上のシリコーンオイルとを併用してなることを特徴とする請求項１または２に記
載の潤滑離型コーティング用組成物。
【請求項４】
被塗対象面に、溶剤型シリコーンアクリル系プライマーを塗布後、焼付け硬化させること
無く請求項１～３のいずれかに記載の潤滑離型コーティング用組成物を塗布し、次いで塗
布膜全体を焼付け硬化させることを特徴とする潤滑離型膜の形成方法。
【請求項５】
前記塗布膜全体の焼付け硬化の条件が、温度１６０～２２０℃で１０分～６０分間である
ことを特徴とする請求項４に記載の潤滑離型膜の形成方法。
【請求項６】
ゴム乃至プラスチックを成型するための金型であって、被成型物との接触面に、下地層と
してシリコーンアクリル系プライマー層が形成され、さらにその上に積層された請求項１
～３のいずれかに記載の潤滑離型コーティング用組成物からなる潤滑離型膜が形成されて
なることを特徴とする金型。
【請求項７】
金型基材における被成型物との接触面に、溶剤型シリコーンアクリル系プライマーを塗布
後、焼付け硬化させること無く請求項１～３のいずれかに記載の潤滑離型コーティング用
組成物を塗布し、次いで塗布膜全体を焼付け硬化させることを特徴とする金型の製造方法
。
【請求項８】
前記塗布膜全体の焼付け硬化の条件が、温度１６０～２２０℃で１０分～６０分間である
ことを特徴とする請求項７に記載の金型の製造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、ゴムやプラスチック成型品を成型するための金属製の金型の内面に離型性や
潤滑性を付与する潤滑離型膜を形成するための潤滑離型コーティング用組成物、およびそ
れを用いた潤滑離型膜の形成方法、並びにそれを塗布硬化させる事により得られる金型お
よびその製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　プラスチック、ゴムなどの成型体は、通常、ＰＴＦＥ（ポリテトラフルオロエチレン）
、ＰＦＡ（テトラフルオロエチレン－ペルフルオロビニルエーテル共重合体）等のフッ素
系化合物や、シリコーンオイル、シリコーングリース等のシリコーン系化合物などの離型
性の良い材料を有機溶剤などにて溶解・分散した液状乃至グリース状の離型剤を金型の内
面（被成型物との接触面）にスプレー等で塗布し、次いで成型すべき材料を金型に導入し
、それを固体化し、金型から分離することで成型される。
【０００３】
　離型剤を金型の内面に塗布する場合、通常成型体の離型状態を見ながら、成型操作数回
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につき１回の割合で金型の内面に離型剤をスプレー塗布しているが、加硫ゴム成型など粘
着性、付着性が強く、高温、高圧の過酷な成型条件を必要とする材料の成型－離型作業で
は１回の成型操作毎に離型剤をスプレーする必要があり、生産性が低下する問題がある他
、完成した成型品に離型剤が移行するため離型剤汚染が新たな問題となり、成型品の後加
工工程で塗装、接着などを施す場合、付着した離型剤を除く工程が必要となり成型品の生
産コストが上昇するという欠点があった。
【０００４】
　このような欠点を解決するために、例えば、オルガノシラザンシロキサンポリマーを使
用した離型剤組成物のような、金型表面に固着した皮膜を形成するシリコーン皮膜形成型
の離型剤が提案されている（特許文献１参照）。しかし、当該離型剤は極端な薄膜仕様の
ため皮膜の耐久性が十分でなく、離型性においても満足なものではなかった。また、シリ
コーン樹脂とフェニル基含有ポリオルガノシロキサンとを組み合わせた離型剤により、形
成される皮膜の耐久性と離型性を改善しようとする試みも提案されている（特許文献２参
照）。しかし、形成される皮膜の密着性および離型性が不十分であるため実用的でない。
【０００５】
　特許文献３および４には、シリコーンマクロモノマー、架橋性モノマー及びビニル系単
量体を共重合して得られるグラフトポリマーからなる離型用コーティング剤が開示されて
いる。しかし、当該離型用コーティング剤による塗膜は、離型性は優れるものの、その組
成に起因して各種基材に対する親和性が低く、均質な皮膜を形成することが困難な上、基
材密着性に問題があった。また、上述した加硫ゴムなど成型条件が厳しい金型に対しては
、耐熱性、耐久性が不十分であり、使用に耐え得るものではない。
【０００６】
　特許文献５や６には、撥水撥油性が高い硬化性フルオロシリコーンポリマー組成物か開
示されている。該フルオロシリコーンポリマーはその硬化剤、溶剤として特殊なフッ素含
有化合物を用いないと溶解性乃至相溶性が悪く、硬化が不十分となり満足な性能が得られ
ない。しかし、そのような特殊なフッ素含有化合物を用いた場合、得られる製品が高価に
なり過ぎてしまい、工業製品としては実用的ではない。
【０００７】
　また一般的に、パーフルオロアルキル基、あるいはパーフルオロアルキルエーテル基を
有するシランカップリング剤を硬化性シリコーン組成物に添加し、撥水性、撥油性、離型
性を向上させる検討がなされているが、相溶性が悪く均一な硬化皮膜が得られなかったり
、相溶性が良い場合には撥水性、撥油性、離型性などが不十分であり、また、下地密着性
に関しても満足なものは得られていないのが現状である。
【０００８】
　特許文献７、８および９には、これら不具合を改良した硬化性フルオロシリコーン組成
物が提案されている。しかし、当該組成物に含まれるフルオロアルキル基を含む化合物は
、近年の環境に配慮したＰＦＯＳ（パーフルオロオクタンスルホン酸塩）規制やＰＦＯＡ
（パーフルオロオクタン酸）規制への対応や、過酷な使用状況下ではフッ酸が生成される
可能性が否定できない点などから、金型用途へは使用を見合わせている現状がある。
【０００９】
【特許文献１】特公平３－１１２４８号公報
【特許文献２】特開平５－２４０４７号公報
【特許文献３】特公平６－３１３７１号公報
【特許文献４】特開２０００－５３９８３号公報
【特許文献５】特開平５－３０１９６３号公報
【特許文献６】特開平５－３０２０３４号公報
【特許文献７】特開２００２－１２１２７７号公報
【特許文献８】特開２０００－３２７７７２号公報
【特許文献９】国際公開第９５／３３００１号パンフレット
【発明の開示】
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【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　本発明は、以上のような従来技術の課題を背景になされたものであり、特定のフッ素化
合物を用いることなく、ゴムやプラスチック成型品を成型するための金属製の金型の内面
に離型性や潤滑性を付与しつつ、耐熱性、耐圧性、耐久性に優れた潤滑離型膜を形成し得
る潤滑離型コーティング用組成物を提供することを目的とする。
【００１１】
　また、本発明は、かかる優れた性能を有する潤滑離型コーティング用組成物を用いて、
各種有機系樹脂やゴム製品と金型との間の離型効果を長期にわたって維持し得る潤滑離型
膜を形成する方法、並びに該潤滑離型膜が形成された金型およびその製造方法を提供する
ことを他の目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明者らは上記課題を解決すべく鋭意検討した結果、本発明に想到した。
　すなわち、本発明の潤滑離型コーティング用組成物は、変性シリコーン樹脂とその硬化
触媒と反応性シリコーンオイルとを含むことを特徴とする。本発明によれば、特定のフッ
素化合物を用いることなく、ゴムやプラスチック成型品を成型するための金属製の金型の
内面に離型性や潤滑性を付与しつつ、耐熱性、耐圧性、耐久性に優れ、さらには可撓性、
耐クラック性にも優れた潤滑離型膜を形成し得る潤滑離型コーティング用組成物を提供す
ることができる。
【００１３】
　本発明の潤滑離型コーティング用組成物は、前記変性シリコーン樹脂が、アクリルシリ
コーン樹脂存在下で３官能シラン類を加水分解重縮合して得られる無機－有機ハイブリッ
ド型ポリシルセスキオキサン樹脂であることが好ましい。また、本発明の潤滑離型コーテ
ィング用組成物は、前記反応性シリコーンオイルが、両末端シラノール型で動粘度（２５
℃）が１００ｍｍ2／ｓ未満のシリコーンオイルと、両末端シラノール型で動粘度（２５
℃）が２０００ｍｍ2／ｓ以上のシリコーンオイルとを併用してなるものであることが好
ましい。
【００１４】
　また、本発明の潤滑離型膜の形成方法は、被塗対象面に、溶剤型シリコーンアクリル系
プライマーを塗布後、焼付け硬化させること無く前記本発明の潤滑離型コーティング用組
成物を塗布し、次いで塗布膜全体を焼付け硬化させることを特徴とする。
【００１５】
　本発明の潤滑離型コーティング用組成物は、金型基材が軸受け鋼、炭素鋼、プレハード
ン鋼等からなるゴム・プラスチック成型用金型である場合、塗膜形成後の金型基材との密
着性は、あまりよくない。従って、本発明の潤滑離型膜の形成方法の如く、これら金属に
対する濡れ性、密着性に優れたシリコーンアクリル樹脂をプライマーとして用い、その上
に本発明の潤滑離型コーティング用組成物を塗布して２コート１ベイクすることにより、
プライマーからトップコートまで一体化した構造を有する密着性に優れた潤滑離型膜を形
成することができる。このとき、前記塗布膜全体の焼付け硬化の条件としては、温度１６
０～２２０℃で１０分～６０分間であることが好ましい。
【００１６】
　一方、本発明の金型は、ゴム乃至プラスチックを成型するための金型であって、被成型
物との接触面に、下地層としてシリコーンアクリル系プライマー層が形成され、さらにそ
の上に積層された前記本発明の潤滑離型コーティング用組成物からなる潤滑離型膜が形成
されてなることを特徴とする。
【００１７】
　さらに、本発明の金型の製造方法は、金型基材における被成型物との接触面に、溶剤型
シリコーンアクリル系プライマーを塗布後、焼付け硬化させること無く前記本発明の潤滑
離型コーティング用組成物を塗布し、次いで塗布膜全体を焼付け硬化させることを特徴と
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する。この場合も、前記塗布膜全体の焼付け硬化の条件としては、温度１６０～２２０℃
で１０分～６０分間であることが好ましい。
【発明の効果】
【００１８】
　本発明によれば、特定のフッ素化合物を用いることなく、ゴムやプラスチック成型品を
成型するための金属製の金型の内面に離型性や潤滑性を付与しつつ、耐熱性、耐圧性、耐
久性に優れた潤滑離型膜を形成し得る潤滑離型コーティング用組成物を提供することがで
きる。また、本発明の潤滑離型コーティング用組成物を用いた潤滑離型膜は、可撓性、耐
クラック性にも優れた特性を持続でき、かつ、離型スプレーのような離型剤汚染のない、
生産性、経済性に優れたものである。
【００１９】
　さらに、本発明によれば、かかる優れた性能を有する潤滑離型コーティング用組成物を
用いて、各種有機系樹脂やゴム製品と金型との間の離型効果を長期にわたって維持し得る
潤滑離型膜を形成する方法、並びに該潤滑離型膜が形成された金型およびその製造方法を
提供することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２０】
　以下、本発明の好適な実施形態について詳細に説明する。
［潤滑離型コーティング用組成物］
　本発明の潤滑離型コーティング用組成物は、変性シリコーン樹脂とその硬化触媒と反応
性シリコーンオイルとを必須成分とする。また、必要に応じて、溶剤やその他の成分を含
有する。これらの成分を適宜混合および攪拌することで、本発明の潤滑離型コーティング
用組成物を調製することができる。
　以下、構成成分ごとに説明する。
【００２１】
＜変性シリコーン樹脂＞
　本発明に用いる変性シリコーン樹脂は、特に制限は無く、従来より公知のものを問題な
く使用することができる。他の成分との相溶性、反応性、耐熱性、耐圧性、可撓性、耐ク
ラック性等必要特性の観点から適宜選択すればよい。
　本発明の潤滑離型コーティング用組成物においては、前記変性シリコーン樹脂として、
アクリルシリコーン樹脂存在下で３官能シラン類を加水分解重縮合して得られる無機－有
機ハイブリッド型ポリシルセスキオキサン樹脂を用いることが好ましい。
【００２２】
　前記変性シリコーン樹脂として好適な無機－有機ハイブリッド型ポリシルセスキオキサ
ン樹脂は、下地（金型基材の被成型物との接触面）や後述するプライマーとの反応性、密
着性に優れ、配合される反応性シリコーンオイルとの相溶性、反応性に優れ、かつ、加硫
ゴムなどの成型条件下での高温、高圧にも耐え得る耐熱性、耐圧性、可撓性と耐クラック
性に優れたものであることが好ましい。
【００２３】
　一般的にゾルゲル法により無機シリコーン樹脂を合成する場合、テトラエトキシシラン
（ＴＥＯＳ）、テトラメトキシシラン（ＴＭＯＳ）など４官能のシランモノマーを原料と
して使用するが、４官能シランモノマーにより形成される皮膜は架橋密度が高すぎてクラ
ックが入り易く、上記所望の特性を得ることが比較的困難である。そこで、本発明におい
ては、３官能シランモノマーを使用し、その樹脂骨格がアクリルシリコーン鎖であるもの
を使用することにより、下地の細かい凸凹にも追従し、また、例えば５００μｍ程度の高
膜厚であってもクラックが入らない可撓性の高いシリコーン系ハイブリッド樹脂を用いる
ことが好ましい（特開２００３－０１２８０４号公報参照）。
【００２４】
　即ち、無機－有機ハイブリッド型ポリシルセスキオキサン樹脂を合成するためには、（
１）適当な溶媒中で加水分解性アルコキシシリル基を側鎖に有する（メタ）アクリル系モ
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ノマーとラジカル重合性単量体とをラジカル溶液重合により、共重合せしめアクリルシリ
コーン樹脂を合成し、（２）そのアクリルシリコーン樹脂の存在下で３官能のシランモノ
マーを適当な条件にて加水分解重縮合させて重合することにより、骨格にアクリルシリコ
ーン樹脂を有し、その周りをポリシルセスキオキサン樹脂が共重合していく構造を有する
共重合ハイブリッド型のアクリル－ポリシルセスキオキサン樹脂となる。これにより、ア
クリルの可撓性とポリシロキサンの耐熱性、架橋密度、反応性を有する樹脂を得ることが
できる。
【００２５】
　（１）のアクリルシリコーン樹脂の合成に使用する加水分解性アルコキシシリル基を側
鎖に有する（メタ）アクリル系モノマーとしては、具体的には、γ－（メタ）アクリロキ
シプロピルトリメトキシシラン、γ－（メタ）アクリロキシプロピルトリエトキシシラン
、γ－（メタ）アクリロキシプロピルメチルジメトキシシラン、γ－（メタ）アクリロキ
シプロピルメチルジエトキシシランなどが例示される。
【００２６】
　また、これらと共重合してアクリルシリコーン樹脂を形成するラジカル重合性単量体と
しては、前述加水分解性アルコキシシリル基含有（メタ）アクリル系モノマーと共重合す
るものであれば特に制限されるものではなく、例えば、メチル（メタ）アクリレート、エ
チル（メタ）アクリレート等炭素数１～１８のアルキル（メタ）アクリレート、ベンジル
（メタ）アクリレート、シクロヘキシル（メタ）アクリレート等の（メタ）アクリル酸エ
ステル類や、グリシジル（メタ）アクリレート、ジメチルアミノエチル（メタ）アクリレ
ート、２－ヒドロキシエチル（メタ）アクリレート等の官能基含有（メタ）アクリレート
類、スチレン、α－メチルスチレン、Ｎ－ビニルピロリドンなどビニル化合物が例示でき
る。
【００２７】
　（２）のゾルゲルシークエンス時に使用される３官能シランモノマーとしては、具体的
には、例えば、メチルトリメトキシシラン、メチルトリエトキシシラン、メチルトリイソ
プロポキシシラン、メチルトリブトキシシラン、エチルトリメトキシシラン、プロピルト
リメトキシシラン、エチルトリエトキシシラン、プロピルトリエトキシシラン、ｎ－ヘキ
シルトリメトキシシラン、ｎ－オクチルトリメトキシシランなどアルキルトリアルコキシ
シラン類、フェニルトリメトキシシラン、フェニルトリエトキシシランなど芳香族シラン
類、γ－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、γ－グリシドキシプロピルトリエト
キシシランなど官能基含有シランモノマーが例示される。これらは単独で使用されてもよ
く、また２種以上を併用してもよい。
【００２８】
　前記（１）、（２）のシークエンスにより得られる無機－有機ハイブリッド型ポリシル
セスキオキサン樹脂としては、市販品が入手可能であり、例えば、「コンポブリッドＨＣ
Ｓ」（アトミクス（株）社製）などがこれに相当する。
　本発明の潤滑離型コーティング用組成物における変性シリコーン樹脂の配合割合として
は、１０～９８質量％の範囲が好ましく、３０～８０質量％の範囲がより好ましく、５０
～７０質量％の範囲がさらに好ましい。
【００２９】
＜硬化触媒＞
　本発明の潤滑離型コーティング用組成物に使用するに適した硬化触媒としては、用いる
変性シリコーン樹脂を硬化させ得るものであればよく、特に制限はない。例えば、変性シ
リコーン樹脂として、上で述べた無機－有機ハイブリッド型ポリシルセスキオキサン樹脂
を用いた場合には、これを硬化させ得る触媒として、湿気硬化性シリコーンオリゴマーを
硬化させ得る触媒であれば特に制限されない。
【００３０】
　当該硬化触媒としては、具体的には例えば、ジブチル錫ジアセテート、ジブチル錫ジオ
クチレート、ジブチル錫ジラウレート、などの有機錫化合物や、アルミニウムトリス（ア
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セチルアセトン）、アルミニウムトリス（アセトアセテートエチル）、アルミニウムジイ
ソプロポキシ（アセトアセテートエチル）などの有機アルミニウム化合物や、ジルコニウ
ム（アセチルアセトン）、ジルコニウムトリス（アセチルアセトン）、ジルコニウムテト
ラキス（エチレングリコールモノメチルエーテル）などの有機ジルコニウム化合物や、チ
タニウムテトラキス（エチレングリコールモノメチルエーテル）、チタニウムテトラキス
（エチレングリコールモノエチルエーテル）、チタニウムテトラキス（エチレングリコー
ルモノブチルエーテル）などの有機チタニウム化合物等の有機金属化合物；塩酸、硝酸、
硫酸、燐酸などの鉱酸類や、蟻酸、酢酸、シュウ酸、トリフルオロ酢酸などの有機酸類等
の酸；アンモニア、水酸化ナトリウム、水酸化カリウムなどの無機塩基や、エチレンジア
ミン、アルカノールアミンなどの有機塩基などのアルカリ；アミノ変性シリコーン、アミ
ノシラン、シラザン、アミン類などのアミノ化合物などが挙げられる。これらのうち、有
機錫化合物、有機アルミニウム化合物、有機チタニウム化合物が好ましい。
【００３１】
　本発明に使用可能な硬化触媒は、市販品として入手することができる。例えばＤ－２０
（信越化学社製）、ＤＸ－９７４０（信越化学社製）、ＤＸ－１７５（信越化学社製）、
コンポブリッドＨＣＳ硬化剤（アトミクス（株）社製）、コンポブリッドＡＭＣ硬化剤（
アトミクス（株）社製）などが挙げられる。
【００３２】
　これら硬化触媒の配合割合は、変性シリコーン樹脂１００質量部に対して、０．１～２
０質量部の範囲が好ましく、０．５～１０質量部の範囲がより好ましい。この範囲を超え
て配合割合が低い場合は、硬化性が劣ることとなり、またこの範囲を超えて配合割合を多
くするといわゆる可使時間（外気に晒してから塗布完了までの時間≒塗布作業可能時間）
が短くなり実用上好ましくない。
【００３３】
＜反応性シリコーンオイル＞
　本発明における反応性シリコーンオイルは、特に制限は無く、従来より公知のものを問
題なく使用することができる。変性シリコーン樹脂との反応性、潤滑離型機能発現性の観
点から適宜選択すればよい。
【００３４】
　本発明の潤滑離型コーティング用組成物においては、２種類の反応性シリコーンオイル
を併用することが好ましい。詳しくは、両末端シラノール型で動粘度（２５℃）が１００
ｍｍ2／ｓ未満の低分子量のシリコーンオイル（以下、単に「低分子量シリコーンオイル
」という場合がある。）と、両末端シラノール型で動粘度（２５℃）が２０００ｍｍ2／
ｓ以上の高分子量のシリコーンオイル（以下、単に「高分子量シリコーンオイル」という
場合がある。）との２種類である。
【００３５】
　なお、シリコーンオイルは、一般に低分子量のものが低粘度で高分子量のものが高粘度
となる。そのため便宜的に「低分子量」「高分子量」と称して両シリコーンオイルを区別
しているが、あくまでも動粘度で定義されるものであり、分子量の値で両者を厳密に定義
付けることはできない。
【００３６】
　低分子量シリコーンオイルは、変性シリコーン樹脂、特に無機－有機ハイブリッド型ポ
リシルセスキオキサンに対する相溶性や反応性には優れるものの、耐熱性については若干
劣る。一方、高分子量シリコーンオイルは上記相溶性や反応性には若干劣るものの、耐熱
性、耐圧性、離型性には優れている。そのため、これら２種類の反応性シリコーンオイル
を併用することにより、過酷な使用条件下でも耐久性の優れた潤滑離型コーティングとす
ることができる。
【００３７】
　本発明において使用可能な反応性シリコーンオイルは市販品として入手可能であり、例
えば両末端シラノール型低分子量シリコーンオイルはＹＦ３８００（動粘度＝８０ｍｍ2
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／ｓ、モメンティブ・パフォーマンス・マテリアルズ・ジャパン社製）、両末端シラノー
ル型高分子量シリコーンオイルはＹＦ３０５７（動粘度＝３０００ｍｍ2／ｓ、モメンテ
ィブ・パフォーマンス・マテリアルズ・ジャパン社製）などが挙げられる。
　両シリコーンオイルの配合割合としては、「低分子量」：「高分子量」として９：１～
１：９の範囲内であることが好ましく、７：３～３：７の範囲内であることがより好まし
い。
【００３８】
　本発明の潤滑離型コーティング用組成物における全反応性シリコーンオイルの配合割合
としては、変性シリコーン樹脂有効成分（ｓｏｌｉｄ分）に対して、０．１～２０質量％
の範囲が好ましく、０．２～１０質量％の範囲がより好ましく、０．３～５質量％の範囲
がさらに好ましい。反応性シリコーンオイルの添加量が０．１質量％未満では良好な潤滑
離型効果が得られ難いため好ましくなく、２０質量％を超えると未反応成分が多くなり、
いわゆる離型剤汚染が発生する場合があり生産上好ましくない。
【００３９】
＜溶剤＞
　本発明の潤滑離型コーティング用組成物には、溶剤を配合してもよい。溶剤を配合する
ことにより、適宜濃度、粘度（動粘度）を調整することができる。使用可能な溶剤として
は、必須構成成分である変性シリコーン樹脂、硬化触媒および反応性シリコーンオイルを
溶解または分散できるものであれば、特に制限されないが、例えば、メタノール、エタノ
ール、ｎ－プロパノール、イソプロパノール、ｎ－ブタノール、イソブタノール、ｓ－ブ
タノール、ｔ－ブタノールなどのアルコール系溶剤；ミネラルスピリットなどの石油系溶
剤；ヘキサン、ヘプタン、ｎ－オクタン、ｉ－オクタン、ノナン、デカン、ウンデカン、
ドデカンなどの脂肪族炭化水素系溶剤；シクロヘキサン、メチルシクロヘキサン、ジメチ
ルシクロヘキサンなどの脂環式炭化水素系溶剤；ベンゼン、トルエン、キシレンなどの芳
香族炭化水素系溶剤；酢酸ブチル、酢酸エチル、酢酸イソブチルのようなエステル系溶剤
；オクタメチルシクロテトラシロキサンなどの低重合度（低分子量）の環状メチルポリシ
ロキサン（環状シリコーン）や、オクタメチルトリシロキサン、デカメチルテトラシロキ
サンなどの低重合度の直鎖状メチルポリシロキサン（直鎖状シリコーン）などのシリコー
ン系溶剤などが挙げられる。これら溶剤は単独で用いられてもよく、２種以上併用しても
かまわない。
【００４０】
＜その他の成分＞
　本発明の潤滑離型コーティング用組成物には、従来公知のその他各種添加剤を添加する
こともできる。添加可能な添加剤としては、形成される潤滑離型膜の性能に影響を与えな
い、若しくは軽微なものが好ましく、例えば各種消泡剤、レべリング剤、スリッピング剤
、酸化防止剤、防錆剤等を挙げることができる。
【００４１】
［金型］
　本発明の金型は、ゴム乃至プラスチックを成型するための金型であって、被成型物との
接触面（いわゆる金型の内面）に、下地層としてシリコーンアクリル系プライマー層が形
成され、さらにその上に積層された上記本発明の潤滑離型コーティング用組成物を含む潤
滑離型膜が形成されてなるものである。
【００４２】
　上記本発明の潤滑離型コーティング用組成物は、軸受け鋼、炭素鋼、プレハードン鋼等
からなるゴム・プラスチック成型用金型基材などに対して、濡れ性、密着性が十分ではな
いため、これら金属に対する濡れ性、密着性に優れたシリコーンアクリル系プライマー層
を下地層として形成した後に、さらにその上に積層して本発明の潤滑離型コーティング用
組成物からなる潤滑離型膜を形成する。
【００４３】
　シリコーンアクリル系プライマー層を下地層とし上記本発明の離型潤滑コーティング用
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組成物からなる潤滑離型膜が積層形成された本発明の金型は、離型性、耐熱性、耐圧性な
ど耐久性に優れ、また可撓性、耐クラック性にも優れた特性を持続でき、かつ、離型スプ
レーのような離型剤汚染のない、生産性、経済性に優れた極めて有用性の高いものとなる
。
【００４４】
　シリコーンアクリル系プライマー層を形成する塗膜としては、シリコーンアクリル樹脂
からなるプライマーとして従来公知のものをいずれも使用して形成することができる。シ
リコーンアクリル系プライマー層を形成する場合の潤滑離型膜全体の膜厚としては、金型
の寸法精度を考慮するとできるだけ薄膜であることが望ましく、あまりに薄過ぎると潤滑
離型膜としての機能が発揮できない。そのため、シリコーンアクリル系プライマー層は２
μｍ～１０μｍの範囲とすることが好ましく、４μｍ～６μｍの範囲とすることがより好
ましく、一方、上記本発明の潤滑離型コーティング用組成物による塗膜層は２μｍ～１０
μｍの範囲とすることが好ましく、４μｍ～６μｍの範囲とすることがより好ましい。
　本発明の金型の製造方法、すなわち潤滑離型膜の形成方法により金型基材に潤滑離型膜
を形成する好ましい方法は、次項において詳述する。
【００４５】
［潤滑離型膜の形成方法並びに金型の製造方法］
　本発明の潤滑離型膜の形成方法は、被塗対象面に、溶剤型シリコーンアクリル系プライ
マーを塗布後、焼付け硬化させること無く前記本発明の潤滑離型コーティング用組成物を
塗布し、次いで塗布膜全体を焼付け硬化させることを特徴とするものである。また、本発
明の金型の製造方法は、当該本発明の潤滑離型膜の形成方法において、金型基材における
被成型物との接触面を被塗対象面とするものである。
【００４６】
　本発明に使用し得る溶剤型シリコーンアクリル系プライマーは、被塗対象面となる金型
基材表面との濡れ性、密着性に優れ、かつ、本発明の潤滑離型コーティング用組成物と反
応して一体化する性質のものが好ましい。中でも特に、側鎖に第３級アミノ基を有するア
クリルポリマー系主剤にグリシジル基含有シラン化合物を硬化剤として使用するシリコー
ンアクリル系プライマー用樹脂組成物は、各種金属への濡れ性に優れ、かつ本発明の潤滑
離型コーティング用組成物との反応も見込めるため極めて好適である。かかるシリコーン
アクリル系プライマー用樹脂としては市販品が入手可能であり、例えば「アクリディック
Ａ－９５４０（主剤）」／「アクリディックＡ－９５８５（硬化剤）」（ＤＩＣ（株）製
）を好ましいものとして例示することができる。
【００４７】
　金型基材表面など被塗対象面に対する塗布方法としては、特に制限されず、例えばコー
ティング剤をスポンジなどに含浸させてそのスポンジで塗装面を擦るなど、適宜公知の方
法が用いられる。なお、塗布方法は、その他、ディッピング法、刷毛塗り法、スプレーコ
ーティング法など適宜選択することができる。
【００４８】
　これら塗布方法にて被塗対象面に、溶剤型シリコーンアクリル系プライマーを塗布後、
焼付け硬化させること無く、当該潤滑離型コーティング用組成物を塗布し、次いで塗布膜
全体を焼付け硬化させること、すなわちいわゆる２コート１ベイクさせることが好ましい
。このように２コート１ベイクさせることで、プライマー－当該潤滑離型コーティング層
が一体化した塗膜層が形成され、表面平滑性に優れ、緻密な潤滑離型層となる。
【００４９】
　前記塗布膜全体の焼付け硬化の温度条件としては、１６０℃～２２０℃の範囲であるこ
とが好ましく、１９０℃～２１０℃の範囲であることがより好ましい。温度が低過ぎると
いわゆる焼きアマとなり物性が発現せず、一方高過ぎると熱劣化や熱分解が起こり、それ
ぞれ好ましくない。
【００５０】
　また、前記塗布膜全体の焼付け硬化時間としては、１０分～６０分の範囲であることが
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一な、一方長過ぎるといわゆる焼け現象が起こり概観を損なうため、それぞれ好ましくな
い。
【００５１】
　以上のようにして、被塗対象面に潤滑離型膜を形成することができ、金型基材における
被成型物との接触面に以上のようにして潤滑離型膜を形成することで、本発明の金型を製
造することができる。
【実施例】
【００５２】
　次に、実施例および比較例を挙げて本発明をより具体的に説明するが、これにより本発
明が限定されるものでないことは言うまでもない。なお、文中単に「部」とあるのは、特
に断りが無い限り質量基準である。
【００５３】
［実施例１～３、比較例１～３］
　下記表１に示す組成に従い、プライマー、実施例１～３および比較例１～３の潤滑離型
コーテイング組成物を調製した。これらを用いて、炭素鋼基材にディッピングによりプラ
イマーを塗布し、さらにその上に各実施例乃至比較例の潤滑離型コーテイング組成物を塗
布し、２００℃で３０分間熱硬化させていわゆる２コート１ベイク（比較例１は１コート
１ベイク）の塗布工程を経て試験板を得た。膜厚を含む各条件を下記表１にまとめる。
【００５４】
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【表１】

【００５５】



(12) JP 2010-52151 A 2010.3.11

10

20

30

40

50

　なお、実施例および比較例に用いた配合成分の詳細を以下に記す。
［シリコーンアクリルプライマー主剤］
　側鎖に第３級アミノ基を有するアクリル樹脂アクリディックＡ－９５４０（ＤＩＣ（株
）製、有効成分＝４５％、ガードナー形泡粘度（２５℃）：（Ｘ－Ｙ）－Ｚ２、アミン価
：１６、溶媒：トルエン／イソブタノール）１００部をキシレン６０部にて希釈して、シ
リコーンアクリルプライマー主剤を得た。
【００５６】
［シリコーンアクリルプライマー硬化剤］
　エポキシ系シランカップリング剤含有シリコーンアクリル樹脂硬化剤アクリディックＡ
－９５８５（ＤＩＣ（株）製、有効成分＝８０％、ガードナー形泡粘度（２５℃）：Ａ５
以下、エポキシ当量：５３０～５８５、溶媒：キシレン）１６部をキシレン１４４部にて
希釈して、シリコーンアクリルプライマー硬化剤を得た。
【００５７】
［ハイブリッド型ポリシルセスキオキサン樹脂主剤］
　Ｎ２導入管、温度計、サーモメーター、還流冷却器を取り付けた１リットル四つ口フラ
スコに３５３部のメタノールを仕込み６０℃まで加温した。別にメチルメタクリレート（
ＭＭＡ）１２２部、ブチルメタクリレート（ＢＭＡ）１１６部、エチルアクリレート（Ｅ
Ａ）１６３部、側鎖に加水分解性アルコキシシリル基含有メタクリル系モノマーＫＢＭ－
５０３（信越化学工業（株）製）９４部、アゾ系重合開始剤Ｖ－６５（和光純薬（株）、
２，２’－Ａｚｏｂｉｓ（２．４－ｄｉｍｅｔｈｙｌｖａｌｅｒｏｎｉｔｒｉｌｅ））５
．９部の混合物を計り取り、滴下ロートにて３時間かけて上記フラスコに滴下した。滴下
後更に２時間６０℃にて反応させた後、Ｖ－６５１．５部を４５部のメタノールで希釈し
たものを滴下し、ついで、３時間６０℃反応を続けアクリルシリコーン樹脂溶液を得た（
淡黄色透明粘性液体、有効成分＝５５％、ガードナー形泡粘度（２５℃）：ＸＹ＋、Ｍｗ
＝１２１０００）。
【００５８】
　次に、上で得られたアクリルシリコーン樹脂溶液１２１部、メチルトリメトキシシラン
（ＭＴＭＳ）４５９部、フェニルトリメトキシシラン（ＰＴＭＳ）７４部をＮ２導入管、
温度計、サーモメーター、還流冷却器を取り付けた１リットル四つ口フラスコに仕込み、
２ｍｏｌ／リットル希塩酸２０部、蒸留水４８部、メタノール７８．７部を滴下ロートに
て３０分間かけて滴下した。その間、フラスコ内の温度は４０℃に保った。更に３０分間
、４０℃にて熟成させた後、昇温し、還流状態で３時間反応させた。還流温度はは６５～
６８℃であった。その後、還流冷却器を脱水コンデンサーに交換し、温度が１３５℃にな
るまで加熱し、２時間かけて反応系内の溶媒を留去せしめ、次いで冷却して、無機－有機
ハイブリッド型ポリシルセスキオキサン樹脂を得た。淡黄色透明粘性液体、無機／有機＝
８０／２０（質量基準）、有効成分＝１００％、ガードナー形泡粘度（２５℃）：Ｗ、Ｍ
ｗ＝１６００。
【００５９】
［コンポブリッドＡＭＣ主剤］
　末端メトキシ型ポリ－メチルトリメトキシシラン系ストレートシリコーン樹脂に反応性
シリコーンオイルを添加した撥水・撥油性シリコーン樹脂溶液（アトミクス（株）製）。
触媒により常温で硬化し、撥水、撥油、汚染除去、落書き防止用途に使用される。無色透
明低粘性液体、粘度：４．５秒（岩田カップ粘度計・２３℃）、有効成分：４５％、溶媒
：イソオクタン／トルエン／キシレン／メタノール。
【００６０】
［コンポブリッドＡＭＣ硬化剤］
　有機錫系シリコーン樹脂硬化剤、有効成分：２．３％、溶媒：イソオクタン。外観：無
色透明低粘性液体、粘度：４秒（岩田カップ・２３℃）、比重０．７２。
【００６１】
［コンポブリッドＣＳＳ－Ｈ］
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　ナノシリカ含有、末端ＳｉＯＨ型ポリ－メチルトリメトキシシラン系ストレートシリコ
ーン樹脂のイソプロパノール（ＩＰＡ）溶液（アトミクス（株）製）。熱硬化性ハードコ
ート樹脂で、プラスチック、フイルム、金属などに塗布し、１２０℃３０分間加熱硬化さ
せることにより、鉛筆硬度９Ｈのガラス状セラミックス被膜を形成する。乳白色半透明低
粘性液体、有効成分＝２０％、溶媒：ＩＰＡ／イソブタノール／メタノール、粘度：５～
５０ｍ・Ｐａ・Ｓ、ナノシリカ／シラン＝３０／７０（質量基準）、ピーク分子量：６０
０～８５０。
【００６２】
・ＹＦ－３０５７：
　両末端ＳｉＯＨ型高粘度タイプ反応性シリコーンオイル（モメンティブ・パフォーマン
ス・マテリアルズ・ジャパン社製）、動粘度（２５℃）３０００ｍｍ2／Ｓ
【００６３】
・ＹＦ－３８００：
　両末端ＳｉＯＨ型低粘度タイプ反応性シリコーンオイル（モメンティブ・パフォーマン
ス・マテリアルズ・ジャパン社製）、動粘度（２５℃）８０ｍｍ2／Ｓ
【００６４】
［評価試験］
　得られた実施例および比較例の各試験板について、以下の各評価試験を行った。結果は
下記表２にまとめて示す。
　なお、発明者らの研究の結果、下記（２）基材密着性試験、（３）熱衝撃試験および（
４）油性マジック拭き取り性試験が良好であれば、ゴム成型加工にて、ある程度のメンテ
ナンスフリーの耐久性が期待できることがわかっている。
【００６５】
（１）塗膜外観：
　評価用塗膜を目視にて濁り、艶びけ、ブツ、クラックなどの有無を確認した。
【００６６】
（２）基材密着性試験：
　ＪＩＳ　Ｋ５６００－５－６（２ｍｍ碁盤目付着性試験）に従って、実施した。
【００６７】
（３）熱衝撃試験：
　１８０℃に３０分保持し、それを室温に出しそのままの状態で３０分間保持することで
急冷する。これを１０サイクル繰り返し、表面状態を観察した。評価基準は以下のとおり
である。
○・・・１０サイクル後も表面状態に変化なし。
×・・・試験の途中で割れ、ハガレ、クラックなどの不具合が出た。
【００６８】
（４）油性マジック拭き取り性試験：
　油性マジック（黒）にて塗膜を汚し、ウエス拭き取り性を確認した。評価基準は以下の
とおりである。
○・・・マジック痕が全く残らず良好な拭き取り性であった。
△・・・薄くマジック痕が残った。
×・・・全く拭き取ることができなかった。
【００６９】
（５）接触角：
　試験用の液体試料に精製水を用い、その液滴を１μリットル塗膜表面に滴下した。測定
は室温下で行い、１０回の試験の平均値を水に対する接触角として求めた。当該接触角の
測定は、実施例１および比較例１～３について行った。
【００７０】
（６）摩擦摩耗試験
　Ｂａｌｌ－ｏｎ－Ｄｉｓｃ型往復摩擦試験機（神鋼造機（株）製）を用い、室温下無潤
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滑条件で評価を行った。ディスク試験片(２５×３０ｍｍ、厚さ５ｍｍ）には各実施例乃
至比較例の潤滑離型コーテイング処理（プライマー＋潤滑離型コーティング用組成物によ
る塗装＋乾燥硬化）したものを用い、相手材であるボールにはポリアセタール樹脂［ポリ
オキシメチレン（ＰＯＭ）、直径ｄ＝３／１６ｉｎｃｈ≒４．７６ｍｍ］を用いた。これ
らの試験片は、試験前にアセトン中で超音波洗浄を５分間行い、乾燥させた後に試験に供
した。試験条件は平均線速度２０ｍｍ／ｓ（ストローク：１０ｍｍ）及び荷重２Ｎの条件
下において１５００秒の試験を行い、１５００秒経過時の摩擦係数を求めた。当該摩擦摩
耗試験は、実施例１、比較例２および３について行った。
【００７１】
（７）引き剥がし試験
　フッ素ゴムに対する引き剥がし試験を実施した。表裏両面に各実施例乃至比較例の潤滑
離型コーテイング処理（プライマー＋潤滑離型コーティング用組成物による塗装＋乾燥硬
化）した試験片を用い、試験片と引き剥がし試験専用持具をフッ素ゴムにて接着し、この
状態で加硫固定した。これをオートグラフ試験機により引っ張り引き剥がし力(Ｎ)を測定
した。１０回の試験の平均値を引き剥がし力（Ｎ）として求めた。当該引き剥がし試験は
、実施例１、比較例２および３について行った。
【００７２】
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【表２】

【００７３】
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［結果の考察］
　以上の結果より、溶剤型シリコーンアクリル系プライマーを塗布した後に本発明の潤滑
離型コーテイング組成物を塗布し２コート１ベイクすることで得た潤滑離型膜は、初期に
おける密着性が確保され、その優れた性能が長期にわたって持続できることがわかる。
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